
Ⅳ．関連資料

１．平成１９年度農林水産関係補正予算の概要

第１ 総 括 表
（単位：億円）

区 分 追 加 額 修正減少額 差 引 額

農 林 水 産 関 係 予 算 １，８２２ △２９２ １，５３０

・ 公 共 事 業 費 ８４４ △３０ ８１４

災害復旧等事業費 ５０７ － ５０７

一 般 公 共 事 業 費 ３３７ △３０ ３０７

・ 非 公 共 事 業 費 ９７９ △２６２ ７１６

一 般 事 業 費 ３３ △１３９ △１０６

食料安定供給関係費 ９４６ △１２３ ８２３

第２ 補正追加額の内訳 １，８２２億円

Ⅰ．公共事業関係 ８４４億円

１．災害復旧等 ５０７億円

２．一般公共（水害等再度災害防止等） ３１２億円

農業農村整備 ３億円
地震・台風等の自然災害による被害を未然に防止するための地
すべり対策、排水施設の整備、ため池等の整備

林 野 公 共 ３００億円
台風等の災害被災地や、今後集中豪雨等により甚大な被害が発
生するおそれのある地域における造林、除・間伐、複層林の整
備、治山施設の整備や保安林の整備等

間伐等森林の整備 ２４０億円
治山施設等の整備 ６０億円

海 岸 ８.７億円
台風等の自然災害による被害を未然に防止するための護岸、離
岸堤等の整備

３．その他 ２５億円

国営かんがい排水事業に係る財投借入金の償還財源を措置



Ⅱ．非公共事業関係 ９７９億円

１．米政策、品目横断的経営安定対策関係 ７９９億円

地域水田農業活性化緊急対策 ５００億円
生産調整の確実な実行を図るため、麦・大豆・飼料作物・非主
食用米等の生産拡大を図る者に対する緊急的な一時金の助成

緊急米価安定支援対策 ５０億円
生産出荷団体の保有する18年産米販売残相当量（10万トン）の
飼料用処理に対する助成

品目横断的経営安定対策関係 ２４９億円
麦・てん菜について主産地の担い手が行う一段の品質向上等の
取組への支援の追加及び本対策の加入者が当初の想定を上回っ
たこと等による生産条件不利補正交付金の所要見込額の増加に
よる食料安定供給特別会計への繰入の増

２．その他（一般） １８０億円

鳥インフルエンザ中核診断施設整備（動物検疫所） ７.４億円
高病原性鳥インフルエンザについて、アジア各国で収集された
ウイルス検体を分析するための中核診断施設の整備

食品表示監視体制強化のための遺伝子分析検査施設整備 １.４億円
食品の表示偽装が表面化する中、食品表示の監視体制を強化す
るために必要な遺伝子分析検査設備の拡充等工事

蚕糸・絹業提携支援緊急対策事業 ３５億円
養蚕・製糸業者と絹織物業者等による提携グループの形成及び
提携により生産される純国産絹製品のブランド化を確立するた
めの事業を早急に実施

水産業燃油高騰緊急対策 １０２億円
燃油価格の高騰に対応するため、省エネ設備への転換やグルー
プ操業の支援、地域・グループ一斉の省エネ型新操業形態への
転換の支援、輪番制休漁体制の下で、休漁者が行う生産力向上
の取組の支援等を行うための基金の造成

鯨類捕獲調査緊急対策事業 ３.７億円
鯨類捕獲調査事業の確実な実施及び調査団の安全確保を図るた
めの支援

さけ・ます漁業協力事業費補助金 １.７億円
日ロ漁業交渉で合意されたロシアへの協力の一環として実施す
る施設整備等への支援

政府開発援助国際連合食糧農業機関等拠出金 ５.０億円
国際獣疫事務局（OIE）への拠出金

災害関係 ２４億円（農業・食品産業技術総合研究機構等の耐震改修工事等）



２．米政策及び品目横断的経営安定対策見直し関連対策

１．米の生産調整実施者支援充実対策

(19'補正)（１）地域水田農業活性化緊急対策 ５００億円
（長期生産調整実施・非主食用米低コスト生産技術確立）

(20'当初追加)（２）担い手経営革新促進事業 ５２億円
（過去実績がない場合の支援拡充）

（３）生産条件不利補正対策 １７５億円
（生産調整面積増等に伴う所要額）

２．米価下落緊急対策

(20'当初追加)（１）収入減少影響緩和対策 １１１億円
（１０％超下落対策）

(20'当初追加)（２）稲作構造改革促進交付金 ５４億円
（小規模・高齢者稲作経営安定対策）

(19'補正)（３）緊急米価安定支援対策 ５０億円
（全農の飼料処理支援）

３．先進的小麦生産等緊急支援対策

（１）小麦主産地緊急支援対策 １５１億円

（２）てん菜主産地緊急支援対策 １７億円

（※）対策額合計 １，１１１億円

うち １９年度補正予算 ７９９億円
２０年度当初予算（追加分）３１２億円

※ この他 米緊急対策 に基づく政府買入に伴う所要の経費として概ね） 、「 」
１２０億円が見込まれる。

19'補正
(98億円)

20'当初追加
(53億円)

19'補正
(144億円)

20'当初追加
(31億円)

19'補正
(7億円)

20'当初追加
(10億円)



３．重点施策推進要望

概算決定額計 ：８０３億円

１．地域活性化 ５８０億円

・農山漁村地域再生対策 ６０億円

（農山漁村プロジェクト交付金特別枠）

・農山漁村地域力発掘支援総合事業 １１億円
ふ る さ と

・鳥獣害防止総合対策事業 ２８億円

・有害生物漁業被害防止総合対策事業 ９億円

・地域活性化集落営農総合対策 １０億円

・広域連携共生・対流等総合対策 ６億円

・地域材生産・物流拠点整備支援対策 ９億円

・山村再生総合対策事業 ３億円

・地域農林水産物輸出促進対策 ２２億円

・漁船漁業構造改革総合対策事業 ５０億円

・村づくり交付金（公共） １１６億円

・農村振興総合整備事業（公共） ２２億円

・中山間地域総合整備事業（公共） ８２億円

・畑地帯総合整備事業（公共） ６８億円

・里山エリア再生交付金（公共） ２０億円

・漁村再生交付金（公共） ２２億円

・水産物流通機能高度化対策事業（公共） ４３億円



２．環境立国 １２９億円

・環境バイオマス総合対策推進事業 ４億円

・環境保全に配慮した産地競争力育成対策 ２億円

・エコフィ－ド緊急増産対策事業 ８億円

・ソフトセルロ－ス利活用技術確立事業 ３２億円

・生物多様性対応基盤整備促進パイロット

事業（公共） ２億円

・地域水ネットワーク再生事業（公共） ３億円

・森林環境保全整備事業（公共） ７３億円

・磯焼け対策緊急整備事業（公共） ５億円

３．成長力の強化 ４０億円

・新農業展開ゲノムプロジェクト ４０億円

４．生活の安全・安心 ５４億円

・食品に関する国民の信頼確保総合対策 ５億円

・先進的総合生産工程管理体制構築事業 ８億円

・広域防災ため池等整備モデル事業（公共） １億円

・農村災害対策整備事業（公共） １億円

・治山事業(復旧治山、予防治山) 公共) ３１億円(

・海岸事業（公共） ８億円



４．特別会計歳入歳出予定額表

会　計　名
１９年度予算額 ２０年度概算決定額 対前年度比

歳　入 歳　出 歳　入 歳　出 歳　入 歳　出

百万円 百万円 百万円 百万円 ％ ％

１　食料安定供給 3,294,320 3,285,893 3,504,043 3,489,634 106.4 106.2

農業経営基盤強化勘定 33,351 33,351 21,802 21,802 65.4 65.4

農 業 経 営 安 定 勘 定 141,318 141,318 210,466 210,466 148.9 148.9

米 管 理 勘 定 902,260 902,260 859,623 859,623 95.3 95.3

麦 管 理 勘 定 475,753 475,753 688,071 688,071 144.6 144.6

業 務 勘 定 25,463 25,463 21,187 21,187 83.2 83.2

調 整 勘 定 1,716,176 1,707,749 1,596,741 1,582,333 93.0 92.7

国営土地改良事業勘定 ― ― 106,153 106,153 皆増 皆増

２　農業共済再保険 125,201 114,251 112,783 102,843 90.1 90.0

再保険金支払基金勘定 18,986 18,986 20,180 20,180 106.3 106.3

農 業 勘 定 41,033 40,941 28,040 27,932 68.3 68.2

家 畜 勘 定 45,801 37,966 45,023 38,231 98.3 100.7

果 樹 勘 定 12,952 9,982 12,924 9,973 99.8 99.9

園 芸 施 設 勘 定 5,314 5,260 5,473 5,383 103.0 102.4

業 務 勘 定 1,116 1,116 1,144 1,144 102.5 102.5

３　森　林　保　険 12,805 5,317 11,956 5,308 93.4 99.8

４　国 有 林 野 事 業 459,064 459,064 449,639 449,639 97.9 97.9

５　漁船再保険及び漁業共済保険 28,710 17,684 28,006 17,458 97.5 98.7

漁 船 普 通 保 険 勘 定 8,897 8,512 8,145 8,039 91.5 94.4

漁 船 特 殊 保 険 勘 定 355 269 351 269 98.8 100.0

漁船乗組員給与保険勘定 62 43 62 43 100.1 100.0

漁 業 共 済 保 険 勘 定 18,329 7,793 18,426 8,085 100.5 103.7

業 務 勘 定 1,067 1,067 1,022 1,022 95.8 95.8

６　国営土地改良事業 503,726 503,726 ― ― 皆減 皆減

(注1）国営土地改良事業特別会計は平成20年度に一般会計に統合。ただし、財投借入地区のうち平成19年度末

　　までに工事が完了しなかった地区に係る工事の経理については、経過措置として、食料安定供給特別会計

　　に国営土地改良事業勘定を設けて行う。

(注2）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。



５．財政投融資資金計画表

区　　　分 19年度計画額 20年度計画額 対前年度比

百万円 百万円 ％

１ 農林漁業金融公庫 170,000 95,600 56.2 

日本政策金融公庫 ―　 81,400 　　　皆増

（　二　機　関　計　） 170,000 177,000 104.1 

２ 独立行政法人森林総合研究所 ―　 6,300 　　　皆増

独立行政法人　緑資源機構 8,700 ―　 　　　皆減

３ 食料安定供給特別会計 ―　 18,000 　　　皆増
（国営土地改良事業勘定）

国営土地改良事業特別会計 24,900 ―　 　　　皆減

４ 独立行政法人　農業・食品 1,200 1,400 116.7 
産業技術総合研究機構

　　　合　　　　計 204,800 202,700 99.0 

（注）１　農林漁業金融公庫は、平成２０年１０月１日に解散し、同日付をもって設立され

　　　　る日本政策金融公庫に統合する。

　　　２　農林漁業金融公庫は、上記のほか、２０年度に財投機関債の発行による資金調達

　　　　（１００億円）を見込んでいる。（１９年度発行見込額２３０億円）

      ３　日本政策金融公庫は、上記のほか、危機対応円滑化業務の事業のため、２０年度

　　　　計画額６,０００百万円がある。

   　 ４　独立行政法人緑資源機構が施行していた事業等については、独立行政法人森林総

　　　　合研究所へ移管する。

　　　５　森林総合研究所は、上記のほか、２０年度に財投機関債の発行による資金調達

　　　　（４１億円）を見込んでいる。（緑資源機構の１９年度発行見込額６１億円）


	152_Ⅳ１.pdf
	154_Ⅳ２.pdf
	155_Ⅳ３.pdf
	157_Ⅳ４.pdf
	総括表(百万円)

	158_Ⅳ５.pdf
	内示見込


